
スキル裁判の主張点等について
１ 近畿３裁判の主張

○兵庫・Ｔさん裁判（訓戒処分無効確認等請求事件）
① 「資格給区分」を「その他」にされることにより不利益救済

⇒ 本来は「窓口」が適用されるべき
② 「遅刻」による処分(訓戒)の無効

⇒ 客観的に合理的な理由を欠き、また、社会通念上相当とは認められ
ない(職場秩序を乱すものとは認められない)。

⇒ 軽微なものであり「注意」にとどまるべき。
③ 独自シートの問題点

⇒ 統一的基準に基づく評価がされていない→恣意的評価
④ 「基礎評価△」にともなう「A習熟無」は、必要性・合理性がない

⇒ ２項参照

○城東・山本さん、黒田さん裁判（未払賃金等請求事件）
① 「遅刻」による「基礎評価△(０円)」は争わない(２００円の請求)

⇒ 処分は「注意」
⇒ 以前にも「遅刻」あり

② 「基礎評価△」にともなう「A習熟無」の違法・不当
⇒ ２項参照

○豊中・石澤さん裁判（戒告処分無効確認等請求事件）
① 軽微な交通事故であり、「戒告処分」は違法・不当で無効

⇒「懲戒の標準」からも「訓戒～注意」
② 交通事故にともなう「基礎評価△(０円)」は争わない(２００円の請求)
③ 「基礎評価△」にともなう「A習熟無」の違法・不当

⇒ 2項参照

２ 「基礎評価△」と連動させた「習熟無」に対する主張
※ 各裁判により若干の主張点の相違、言葉の違いもあるが、基本的な主張は
は共通。

① 「基礎評価△」に連動し「習熟無」とする規定も合理性もない。
② 「基礎評価」と「資格給(スキル)」はあくまでも別評価

⇒本社もユニオン要求回答で明言→二重の不利益
③ 労働条件（賃金決定）の重要な不利益変更
④ 上記と関連し、労働組合、労働者に説明もなく、労使協議も交渉もなく、
違法・無効

⑤ 正社員との不均衡な不利益
⑥ 労働基準法91条の趣旨違反（減給処分は１０分の１が限度）



「基礎評価給△（できていない）」による
「スキルA習熟無」の問題点

① 「基礎評価給」が一つでも△になることにより、Ａランク「習熟有」が「習
熟無」となる。

② そのことにより
・基礎評価給 １０円のカット
・外務（通集配／混合Ⅰ）で２００円の賃金ダウン
・内務で６０円～５０円の賃金ダウン

③ 基礎評価給と「資格給」は、別の評価、それを連動させることの問題点
⇒ 二重の不利益を課すことになる
⇒ 会社主張は「指示・指導ができる」を「正確かつ迅速にできていな
い」と評価

④ 「基礎評価項目」が△となるような事例でも、正社員の場合は直接的な賃金
ダウンはない
⇒ 繰り返さないかぎり、実損をともなう処分発令もまず無い
⇒ 「遅刻」の場合でも、戒告以上の処分は発令されない

⑤ 期間雇用社員の場合は「減給処分」ととらえることもできる
⇒ 郵便外務２００円ダウンとした場合の賃金減

・１日８時間勤務 １，６００円
・１ヶ月（２０日勤務として） ３２，０００円
・年間 ３８４，０００円

⇒ 郵便内務（窓口）６０円ダウンとした場合の賃金減
・１日８時間勤務 ４８０円
・１ヶ月（２０日勤務として） ９，６００円
・年間 １１５，２００円

⑥ 減給処分上限１０％を超える賃金減額となる
⇒ 大阪での「Ａランク習熟有」（郵外）の時給（現行の賃金計算による）

→１時間 １，４８０円、１０％１４８円より賃金ダウンの額が大きい。

⑦ 「基礎評価給」（別紙１）の問題点
⇒ ほとんどの項目が管理者の恣意的判断で決定される内容となっている。
⇒ 判断基準がまったく明らかにされていない。基準を設けることそのもの
が不可能。




